
D「東京問題」への対応

1．国際金融・情報センターとしての役割

東京は、単に我が国経済の中心としてだけではなく、世界的な金融・情報センター

としての機能も分担している0

このため、東京がこのような役割を十分に果たすことができるよう国際化に対応し

た交通・通信基盤の整備を推進するとともに、オフィスビル等の各種施設及び生活基

盤の整備に当たって国際的な業務活動や外国人の生活が円滑に行われるように十分配

慮する必要がある。特に、臨海部の埋立地等の活用に当たっては、テレポート等の高

度情報通信基地の整備とと‾もに職住近接と快適な水辺環境を有した新たな市街地の形

成を図る必翠がある。

また、金融・資本取計の自由化を推進し金融活動の活発化を図ることによりニュー

ヨーク、ロンドンと並ぶ条件を東京市場に整備し、東京の国際金融都市機能の充実に

努める必要がある。

2．東京圏の居住環境の整備

こうした中で、現在、東京圏の高次都市機能の一極集中と人口の再集中を背景とし

て、居住環境の悪化、交通混雑、水需給の逼迫等の弊害が生じている云　これは東京圏

に居住する国民の生活の質の向上を妨げるばかりでなく、国際金融、情報等を始めと

する東京ゐ世界都市としての機能充実の阻害要因ともなっている。

東京圏の居住条件の改善を図るためには、土地問題の解決が最重要課題である。

モ‡1このため、第1に宅地供給対策を推進する必要がある。そのため、企業所有の低未

利用地等の活用、国公有地の公的主体による良質な住宅建設等への活用、公有水面埋

立地の活用、市街化区域内の農地の宅地化促進、優良なプロジェクトに対するスポッ

ト的な容積率見直し等による既成市街地の再開発、大量輸送交通機関の整備等による

新市街地の計画的開発等を進める必要がある。第2に投機的な土地取引の適正化の推

遍が必要である。第3に土地の有効利用のための税制の活用を検討する必要がある。

一く－また、これらの土地対策と併せて住宅対策等の推進が必要である。そのため、第1

に税制、金融上の措置の一層の拡充、強化により住宅取得能力の向上を図る必要があ

る。第2に、都市部における集合住宅を主体とする民間良質住宅の供給促進及び公的
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住宅の積極的建設が必要である。第3に、居住水準の向上を住みかえ等により効率的

に進めるため既存住宅ストックの有効活用が必要である。第4に複数住宅居住等多様

化、高度化する住ニーズに対応する必要がある。第5に、生活関連社会資本を整備す

ることにより生活環境の質の向上を図る必要がある。

3．業務核都市の育成・整備と都心部の整備

さらに、東京圏全体として、住宅・土地問題、交通問題等の讃問題に対応するとと

もに、都市機能の向上を図るため、都心部の整備を進めつつ、周辺部に複数の核と国

境を有する地域梼達を構築する必要がある。

このため、東京中心部においては副都心の整備等による多心型の構造の形成を図る

必要がある。また、周辺の地域においては複数の業務核都市を育成・整備し、それぞ

れの特性を踏まえながら諸機能の集積を高めることにより、これらを核とした圏域の

中で、職住近接と良好な居住環境の確保を図る必要がある。

この場合、業務核都市聞及び都心部との交流を円滑にし、相互の連携強化を図るた

め、道路・鉄道網の環状・放射状の整備、情報通信網の整備等が必要である。

4．東京圏一極集中の是正

しかしながら、東京圏一極集中の問題は∴これまでに述べたような居住環境の整備

のための種々の施策や業務核都市の育成・整備策等によっては抜本的な解決は望み得

ない。また、東京圏一極集中により、自然災害に対する脆弱性が高まっている。さら

に、地域における文化の多様性が失われ、我が国経済社会全体の活力が低下すること

も懸念される。

したがって、基本的には東京からの諸機能の思い切った分散が必要である。このた

め、当面、国の機関等については東京都区部からの移転を進めるとともに、今後新た

な東京都区部への立地についてはその必要性を十分検討し抑制する方向で対応するこ

とが必要である。

また、より抜本的には長期的視点に立って東京に現存する行政機能等の思い切った

地方移転を行うことが必要であると考えられる。そのため、幅広く国民的規模での議

論を尽くしつつ、東京からの行政機能の地方移転の計画について検討を急ぐ必要があ
ヽ

ヽ

る。また、これと併せて立法機能についても地方ベーの移転計画の検討が望まれる。
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補論　産業・就業構造の将来展望

円高、貿易摩擦、NICsの追い上げ等の外的環境の変化、所得水準の上昇、情報化、

高齢化、内需拡大策等の内的環境の変化を反映して、我が国の産業構造は大きく変化

するものと見込まれる0まず、内需主導型経済への転換（輸出の伸びの鈍化）や産業

の国際的展開（製品輸入の増加、海外生産へのシフト等）により、製造業生産の伸甲

は鈍化するものと見込まれる0また、サービス経済化を反映して広義のサービス部門

の生産の伸びは高まると見込まれる。その結果、これまで上昇傾向にあった我が国の

製造業が実質国民総生産に占める比率は今後はほぼ横這いに転じるものと見込まれる。

こうした産業構造の転換に加えてさらに製造業部門でのFA化の進展等もあり、物財．

生産部門での雇用増は期待できず、今後の就業者の増加のほとんどが広義のサービス

業に吸収される、ものと見込まれる。

1．産業構造の展望

昭和67年の産業構造を展望すると、一実質付加価値ベースで物財生産部門（伝統的な

第1次、第2次産業に電気・ガス・水道業というエネルギー関連部門を加えた部門）

が比重を低下させる反面、サービス生産部門は拡大する。

物財生産部門のうち、製造業では素材部門やその他書腔弓の比重が低下する反面、電

気機械を中心とする加工組立部門の拡大が続く。

一方、サービス生産部門のなかを名目付加価値ベースで見ると、①産業を支える奉

盤としてのサービス部門（商業、金融・保険・不動産、運輸・通信）は、ほぼ横這い

で推移する。

②製造業の内部で行なわれていたサービス（研究、情報処理、広告など）が外部化

された対事業所サービス部門は拡大する。

③所得水準の上昇、女性の職場進出、余暇時間の拡大等によるレジャー・サービス

や家事代替サービスの成長を反映して対個人サービス部門は拡大する。

2．就業構造の展望

以上の産業構造の変化を反映して、就業構造でも、物財生産部門の就業者の構成比
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が低下する一方、サービス生産部門の構成比が高まり、6割程度を占めるようになる。

物財生産部門のうち、製造業の就業者数は、加工組立ではやや増加するものの、素

材、その他では減少し、製造業全体としては横這い程度となる。また、建設業はやや

増加が見込まれる。

サービス生産部門の中ではサービス業の就業者の伸びが著しく、全就業者に占める

割合も3割を超えるものと見込まれる。また、他のサービス生産部門の就業者は構成

比で横這い程度に推移すると見込まれる。
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部門別付加価値の対GDP比（実質）

（試算）

（単位：％）

昭 和 5 5 年 昭 和 6 1 年 昭 和 6 7 年

物 財 生 産 部 門 4 4 ．6 4 －5 ．9 4 5 ．2

農 林 水 産 業 ・ 鉱 業 4 ．2 3 ．1 2 ．5

製 造 業 2 8 ．2 3 2 ．9 3 2 ．5

素 材 8 ．8 9 ．6 8 ．4

加 工 組 立 1 1 ．9 1 6 ．2 i 8 ．こ0

そ の 他 7 ．5 7 ．1 6 ．1

電 気 ・ ガ ス ・水 道 業 r2 ．8 3 ．5 3 ．5

建 設 9 ．4 6 ．4 ． 6 ．7

サ ー ビ ス 生 産 部 門 5 5 ．4 5 4 ．1 5 4 ．8

G D P 合 計 1 0 0 ．0 1 0 0 ．0 1 0 0 ．0

（資料）経済企画庁「SNA産業連関表」

（注）　昭和67年は経済企画庁総合計画局において推計。

製造業の分類は以下のとおり。

「素材」は繊維製晶、紙・パルプ、化学、石油・石炭製品、窯業・土石製品、一次

金属

「加工組立」は一般機械、電気機械、輸送機械、精密機械、金属製品

「その他」は食料品、その他製造業．

四捨五入の関係で、各部門の構成比の和は必ずしも合計に一致しない。
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サービス産業の部門別付加価値の対GDP比（名目）

（試算）

（単位：％）

昭 和 5 5 年 昭 和 6 1 年 昭 和 6 7 年

産 業 基 盤 サ ー ビ ス 2 9 ．0 ‘2 6 ．8 2 6 ．8

卸 売 ・小 売 1 5 ．1 1 2 ．3 1 1 ．5

金 融 ・保 険 ・不 動 産 7 ．7 8 ．3 9 ．1

運 輸 ・通 信 サ ー ビ ス 6 ．2 6 ．2 6 ．2

対 事 業 所 サ ー ビ ス 3 ．4 5 ．0 7 ．6 1

対 個 人 サ ー ビ ス 1 2 ．9 1 3 ．8 1 5 ．2

教 育 サ ー ビ ス 4 ．1 4 ．1 4 ．1 ’

医 療 サ ー ビ ス 3 ．2 3 ．3 芋 ・4

レ ジ ャ ー サ ー ビ ス 4 ．1 4 ．7 5 ．6

家 事 代 替 サ ー ビ ス 1 ．4 1 ．7 2 ．1

そ の 他 7 ．0 7 ．8 8 ．3

サ ー ビ ス 産 業 合 計 5 2 ．2 5 3 ．4 5 7 ．8

（資料）経済企画庁「SNA産業連関表」

（注）　昭和67年は経済企画庁総合計画局において推計。

「対事業所サービス」は研究、広告、業務用物品賃貸業、他の事業所サービス、

梱包

「教育サービス」は教育（政府・非営利サービスを含む）

「医療サービス」は医療・保健衛生（政府・非営利サービスを含む）

「レジャーサービス」は娯楽業、放送業、飲食店、旅館

「家事代替サービス」は洗濯・理容・浴場業、その他の対個人サービス業

「その他」は廃棄物処理業、その他の公共サービス、その他の政府及び非営利、

分類不明

金融・保険・不動産からは帰属家賃が除かれている。

四捨五入の関係で、各部門の構成比の和は必ずしも会計に一致しない。
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′P

就業表の推計

（試算）

（単位：万人、％）
由 和 5 5 年 昭 和 6 1 年 昭 和 6 7 年 度

物 財 生 産 部 門
2 ，5 3 2 2 ，5 1 3 2 ，5 0 6
（4 5 ．7 ） （4 2 ．9 ） （4 0 ．3 ）

農 林 水 産 業 －・鉱 業
5 8 8 5 0 3 4 5 1

（1 0 ．6 ） （8 ．6 ） （7 ．2 ）

製 造 業 1 ，3 6 6 1 ，4 4 4 1 ，4 4 3
（2 4 ．7 ） （2 4 「7 ） （2 3 ．2 ）

素 材
3 3 9 3 1 4 ＿ 2 9 9

（6 ．1 ） （5 ．4 ） （4 ．8 ）

加 工 組 立
5 3 8 6 2 1 6 4 1

（9 ．7 ） （1 0 ．6 ） （1 0 ．3 ）

そ の 他 4 8 9 5 0 9 5 0 3
（8 ．8 ） （8 ．7 ） （8 ．1 ）－

電 気 ・ガ ス ・水 道 業 3 0 3 2 3 1
（0 ．5 ） （0 ．5 ） （0 ．5 ）

建 設
‘5 4 8 5 3 4 5 8 1
（9 ．9 ） （9 ．1 ） （9 ．3 ）

サ ー ビ ス 生 産 部 門 3 ，0 0 4 3 ，3 4 0 3 ，7 1 6
（5 4 ．3 ） （5 7 ．1 ） （5 9 ．7 ）

卸 売 ・小 売 業 1 ，0 2 6 1 ‾，0 9 6 1 ，1 7 0
（1 8 ．5 ） （1 8 ．7 ） （1 8 ．8 ）

金 融 ・保 険 ・不 動 産 1 9 1 2 2 5 2 4 9
（3 ．5 ） （3 ．8 ）‾‾ （4 ．0 ）

運 輸 ・通 信 業 3 5 0 3 5 3 3 6 1
（6 ．3 ） （6 ．0 ） （5 ．8 ）

サ ー ビ ス 業 1 ，4 3 7 1 ，6 6 6 1 ，9 3 6
（含 む 政 府 サ ー ビ ス ） （2 6 ．0 ） （2 8 ．5 ） （3 1 ．1 ）

就 業 者 会 計 ′ 5 ，5 3 6 5 ，8 5 3 6 ，2 2 2
（1 0 0 ．0 ） （1 0 0 ．0 ）・ （1 0 0 ．0 ）

（資料）総務庁「労働力調査」

（注）　昭和67年度は経済企画庁総合計画局において推計。

（　）内は構成比。

製造業の分顆は以下のとおり。

「素材」は繊維製晶、紙・パルプ、化学、石油・石炭製品、窯業・土石製品、

一次金属

「加工組立」は一般機械、電気機械、輸送機械、精密機械、金属製品

「その他」は食料品、その他製造業

なお、「労働力調査」からの組み替えに当たっては、一部「国勢調査」を用い

て推計した。

四捨五入の関係で、各部門の構成比の和は必ずしも合計に一致しない。
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参考図表（1）

（競争力係数）
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競争力係数の変化

電
子

墓　刃
機　電響

電
算

薫宣誓i

喜

葺芋i壷鮎
60年の蔑争力係数一一一一

62年の費争力係数一一一◆

（備考）1．大蔵省「貿易統計」

2．競争力係数＝（輸出一輸入）／（輸出十輸入）
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参考図表（2）

三大都市圏の転入超過の動向

（単位：千人）

昭 和 5 0年 5 1年 5 2年 5 3年 5 4 年 5 5年 5 6年 5 7年 5 8 年 5 9年 6 0年 6 1年

東 京 都

名 古 畳圏

大 阪 圏

合　 計

6 5 ．8 4 4 ．4 5 6 ．8 6 9 ．7 5 3 ．1 5 1 ．1 7 4 ．9 8 9 ．6 1 0 9 ．2 1 1 2 ．6 1 2 2 ．6 1 5 5 ．7

▲ 9 ．5 ▲ 1 4 ．0 ▲ 6 ．6 ▲ 4 ．8 ▲ ＿8 ．2 ▲ 4 ．4 ▲ 3 ．7 ▲ 4 ．2 ▲ 4 ．2 ▲ 2 ．3 7 ．8 1 1 ．9

▲ 4 5 ．7 ▲ 5 5 ．1 ▲ 6 3 ．5 ▲ 5 9 ．0 ▲ 6 1 ．5 ▲ 5 4 ．5 ▲ 4 2 ．5 ▲ 3 2 ．7 ▲ 2 2 ．5 ▲ 2 0 ．7 ▲ 2 7 ．1 ▲ 1 6 ．9

1 0 ．6 ▲ 2 4 ．7 ▲ 1 3 ．3 6 ．0 ▲ 1 6 ．5 ▲ 7 ．9 2 8 ．6 5 2 ．・7 8 2 ．5 8 9 ．6 1 0 3 ．3 1 5 0 ．7

（備考）1・総務庁統計局「住民基本台帳人口移動報告」による0
2．東京圏とは埼玉、千葉、東京、神奈川、名古屋圏とは愛知、三重、大阪圏とは京都、大

阪、兵庫の都府県である。

3．三大都市圏間の移動を含む。
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参考図表（3）

地域別将来人口分布（試算結果）
（単位：千人、％）

19 8 5 年 2 0 0 0 年

人　　 口 構　 成　 比 人　　 口 構　 成　 比

封

北　　 海　　 道 5 ，6 7 9 4 ．7 6 ’，1 0 9 4 ．7
北　　 東　　 北 4 7，2 1 2 、 3 ．5 4 ，4 6 5 3 ．4
南　　 東　　 北 7 ，9 9 7 6 ．6 8 ，5 3 8 6 ．5
関　 東　 内　 陸 9 ，4 8 3 7 ．8 1 0 ，1 8 7 7 ．8 ・

鎖 関　 東　 臨　 海 3 0 ‾，2 7 3 2 5 ．0 3 3 ，3 5 0 2 5 ．4
東　　　　　　 海 1 3 ，8 0 5 1 1 ．4 1 5 ，1 3 8 1 1 ．5

升り
北　　　　　 陸 3 ，0 8 8 2 ．6 3 ，2 7 8 2 ．5

土 近　 畿　 内　 陸 5 ，0 4 7 4 ．2 5 ，4 7 2 4 ．・2

推
近　 畿　 臨　 海 1 5 ，0 3 3 1 2 ．4 1 6 ，3 6 7 1 ？．5
山　　　　　　 陰 1 ，4 1 1 1 ．2 1 ，4 6 9 1 ．1

移
山　　　　　　 陽 6 ，3 3 8 5 ．2 6 ，7 5 0 5 ．1
四　　　　　 国 4 ，2 2 7 3 ．5 4 ，4 1 9 3 ．4

北　　 九　　 州 8 ，4 4 3 7 ．0 9 ，0 7 9 6 ．9

南　　 九　　 州 6 ，0 1 1 5 ．0 6 ，5 7 3 5 ．0

全　　　　　 国 12 1 ，0 4 9 1 0 0 ．0 1 3 1 ，1 9 2 1 0 0 ．0
（三 大 都 市 圏 ） （5 9 ，1 1 1 ） （4 8 ．8 ） （6 4 ，8 5 5 ） （4 9 ．4 ）

移

北　　 海　　 道 5 ，6 79 4 ．7 ’5 ，8 4 7 4 ．5
北　　 東　　 北 4 ，2 12 3 ．5 4 ，0 7 7 3 ．1
南　　 東　　 北 7 ，9 9 7 6 ．6　‾ 8 ，2 4 2 6 ．3

動

聖

経

関　 東　 内　 陸 9 ，4 8 3 7 ．8 1 0 ，4 3 9 8 ．0
関　 東　 臨　 海 3 0 ，2 7 3 2 5 ．0 3 5 ，0 9 3 2 6 ．8
東　　　　　　 海 1 3 ，8 0 5 1 1 ．4 1 5 ，0 6 9 1 1 ．5

北　　　　　　 陸 3 ，0 8 8 2 ．6 3 ，2 2 6 2 ．5

近　 畿　 内　 陸 5 ，0 4 7 4 ．2 5 ．，6 7 2 4 ．3

近　 畿　 臨　 海 1 5 ，0 3 3 1 2 ．4 1 5 ，9 8 1 1 2 ．2

山　　　　　　 陰 1 ，4 1 1 1 ．2 1 4 2 1 1 ．1

移 山　　　　　　 陽 6 ，3 3 8 5 ．2 ▼
　ゝ 6 ，6 3 3

1　　　 5 ．1
四　　　　　 国 4 ，2 2 7 3 ．5 4 ，2 8 4 3 ．3

北　　 九　　 州 8 ，4 4 3 7 ．0 8 ，8 3 9 6 ．7
南　　 九　　 州 6 ，0 11 5 ．0 6 ，3 7 2 4 ．9

全　　　　　 国 1 2 1 ，04 9 1 0 0 ．0 1 3 1 ．1 9 2 1 0 0 ．0
（三 大 都 市 圏 ） （5 9 ，1 1 1 ） （4 8 ．8 ） （6 4 ，’1 4 2 ） （5 0 ．4 ）

（備考）1．総務庁統計局「国勢調査」、厚生省統計情報部「人口動態統計」、同人口問題研究所「日本
の将来推計人口」（1986年12月）等により、経済企画庁総合計画局において統計。

2．封鎖聖は人口社会増減がないとした場合、移動型は1980－85年の純移動率が今後とも持続す
るとした場合である。

3．四捨五入の関係で地域別人口の総和と全国人口とは必ずしも一致しない。
4．地域区分は、以下の通りである。

北海道……北海道

北東北……青森、 岩手、
南東北……宮城、山形、
関東内陸…茨城、栃木、
関東臨海…埼玉、

東海………静岡、

北陸………富山、
近畿内陸…滋賀、

千葉、
愛知、

石川、
京都、

秋田
福島、新潟
群馬、山梨、長野
東京、神奈川
岐阜、三重
福井
奈良

近畿臨海・‥大阪、兵庫、和歌山
山陰………鳥取、島根
山陽………岡山、広島！山口
四国………徳島、香川、愛媛、高知
北九州……福岡、佐賀、長崎、大分
南九州……熊本、宮崎、鹿児島、沖縄
三大都市圏…関東臨海、東海、近畿臨海
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稲作作付規模別にみた所得と地代負担力

（1986年産、10a当たり、都府県）

参考図表（4）

昌所得

窃地代負担力

0．3ha O．3－・0．5～1．0－1．5－　2．0－　3．0－　4．0－　5．Oha

未満　0．5hal．Ohal．5ha　2．Oha　3．Oha　4．Oha　5．Oha　以上

水　稲　作　付　規　模

（備考）1．農林水産省「米生産費調査」によl工経済企画庁総合計画局において

作成。

2．地代負担力は次式による。

地代負担力＝粗収益－（物財費＋労働費＋資本利手）

3．稲作作付規模2．Oha以上の経営の地代負担力は0．3ha未満の稲作所得

を上回っている。
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参考図表（5）

農産物価格政策の運用状況（対前年騰落率）

（単位：％）
区　　　　　 分 5 9 年 度 6 0 年 度 6 1 年 度 6 2 年 度 6 3 年 度

米　　 （政 府 買 入 価 格 ） 2 ．2 0 ．0 0 ．0 ▲ 5 ．9 5 －
〝　　 （政 府 売 渡 価 格 ） 3 ．7 6 3 ．7 1 ．4 8 ▲ 3 ．4 －

小　 麦　 （政 府 買 入 価 格 ） 0 ．0 0 ．0 ▲ 1 ．1 6 ▲ 4 ．9 －
〝　　 （政 府 売 渡 価 格 ） 0 ．0 0 ．0 ▲ 5 ．0 ▲ 6 ．2 －

な た ね　 （基 一準　 価　 格 ） 0 ．0 0 ．0 ▲ 1 ．1 6 ▲ 4 ．9 －
大　 豆　 （　　 〝　　 ） 0 ．0 0 ．0 ▲ 1 ．6 6 ▲ 5 ．8 －
か ん し ょ （原 料 基 準 価 格 ） 0 ．9 0 ．9　 ‾ ▲ 0 ．6 6 ▲ 4 ．0 －
ば れ い し ょ （　 〝　 ） 0 ．0 0 ．0 ▲ 1 ．6 6 ▲ 5 ．9 －

て ん さ い （最 低 生 産 者 価 格 ） 0 ．0 0 ．0 ▲ 1 ．2 3 ▲ 4 ．7 －
さ と う き び （　　 イ′　　 ） 0 ．6 0 ．5 ▲ 0 ．3 4 ▲ 1 ．6 8 －
加 工 原 料 乳 （保　 証　 価　 格 ） 0 ．0 0 ．0 ▲ 2 ．8 ▲ 8 ．6 ▲ 3 ．5

牛 肉 （安 定 価 格 帯 の 中 心 価 格 ） 0 ．0 0 ．0 ▲ 2 ．3 ▲ 6 ．4 ▲ 4 ．3

豚 肉 （　　　　 〝　　　　 ） 0 ．0 0 ．0 ▲ 5 ．6 ▲ 1 5 ．4 ▲ 9 ．9

（備考）1．米の政府売渡価格の62年度は、62年産（▲2．5％）と61年産（▲5．5％）

の加重平均である。

2．小麦は銘柄区分II・1等相当の価格である。

3．加工原料乳は62年度に乳脂率を変更（3．2％→3．5％）した。

4．牛肉は62年度までは乳用種去勢牛肉、63年度は去勢牛肉である。
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参考図表（6）

工場立地件数の推移

60　　62（年）

60　　62（年）

60　　62（年）

60　　　62（年）

（備考）通商産業省「工場立地動向調査」による。
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参考図表（7．）

第3次産業の業種別就業人口の伸び（昭和61年！昭和56年）

（単位：％）

運 輸 業 通 信 業 卸 売 業 小 売 業 飲 食 店 金 融 業 保 険 業 不 動 産 業 サ ー ビ ス 業

全　　　　　 国

東　　 京　　 萬

0 ．9

6 ．8

▲ 6 ．8

▲ 6 ．5

6 ．3

1 7 ．1

3 ．5

7 ．6

8 ‾．8

1 3 ．7

3 ．1

7 ．4

9 ．7

1 5 ．5

1 3 ．3

1 3 ．9

1 5 ．3

2 1 ．7

三 大 都 市 圏

地 方 中 枢 都 市 圏

そ の 他 の 地 方 圏

4 ．0

▲ 2 ．6

▲ 2 ．2

▲ 5 ．4

▲ 8 ．6

▲ 7 ．7

1 0 ．4

0 ．5

1 ．1

6 ．4

1 ．7

1 ．0

1 2 ．0

4 ．4

5 ．1

4 ．1

1 ．9

1 ．7

1 2 ．7

7 ．4

6 ．4

1 3 ．4

8 ．7

1 5 ．3

1 9 ．3

1 4 ．1

1 1 ．3 ・

（備考）1．事業所統計調査報告より作成。

2．地方中枢都市圏は、札幌、仙台、広島、北九州、福岡市を中心とする都市圏を指す。

＼
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